
自衛官等の募集事務に係る個人情報の提供について 
 

危機管理部危機管理課   

 
 

１ 自衛官等の募集事務 

自衛隊法第９７条（昭和２９年法律第１６５号）では「都道府県知事及び市町村長

は、・・・自衛官及び自衛官候補生の募集に関する事務の一部を行う。」とされており、

市では広報において自衛官等の募集に関する記事を掲載するなど募集に関する事務

の一部を行っております。 

また自衛隊法施行令（昭和２９年政令第１７９号）第１２０条では「防衛大臣は、

自衛官の募集に関し必要があると認めるときは、都道府県知事又は市町村長に対し、

必要な報告又は資料の提出を求めることができる。」とされております。 

 

２ 個人情報の提供方法 

上記の規定により防衛省に対して、これまでは住民基本台帳の写しを閲覧させ、手

書きにて複写させることにより当該個人情報の提供を行っておりましたが、防衛省よ

り紙資料等による提供の要望があったこと、また総務省より「自衛隊法施行令に規定

される資料の提出に住民基本台帳の写しの一部を用いることに特段の問題を生ずる

ものではない。」との見解が示されていることから、紙資料により提供を行うもので

す。 

 

３ 提供する個人情報の内容 

  和泉市内に住民登録している日本国籍を有する者であって、当該年度に１８歳にな

るものの氏名、出生の年月日、男女の別及び住所 

 

４ 提供する個人情報の用途 

  自衛隊の募集環境が厳しい中、多くの募集対象者に自衛官という職業を知ってもら

うため、募集対象者に対して広報資料の送付などを行うために使用するとのことです。 

 

５ 個人情報の保護措置 

 提供した個人情報が適切に取り扱われるよう防衛省と「個人情報の取扱に関する覚

書」を締結した上で、個人情報の提供を行います。 

  また、防衛省に対して自己の個人情報の提供が行われないことを希望する者の意思

を尊重するため、市は個人情報の提供に係る除外希望者の募集を行い、当該者につい

ての個人情報の提供は行わないものとします。 
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６ 事務フロー図 
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４月初旬 

   

４月初旬 
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７ 今後のスケジュール 

時期 内容 

令和４年７月 個人情報保護審査会に報告 

令和５年１月 防衛省（自衛隊）より対象者の個人情報提供依頼 

令和５年２月 除外申請受付（約１か月） 

令和５年３月 除外申請分を除いた、データを紙媒体で提供 

 

８ 添付資料 

参考資料１ 関係法令等 

参考資料２ 個人情報の取扱に関する覚書（案） 

参考資料３ 自衛官又は自衛官候補生の募集事務に関する資料の提出について（通

知） 

参考資料４ 和泉市自衛官等の募集事務に係る募集対象者情報の除外申請に関す

る事務処理要綱 

参考資料５ ホームページ「自衛官等募集事務にかかる対象者情報の提供について」 

①依頼文書を提出 ②受理 

③除外希望者の募集 

④依頼文書を提出 ⑤受理 

⑥対象者名簿の提供 
⑦対象者名簿から 

除外希望者を削除 ⑧受理 



関係法令など 

国防・災害救助といった国民の生命と財産を守る非常に重要な任務を担うこととなる人材を確保するために、地域

の情報を的確に把握でき、かつ多くの窓口をもつ都道府県や市町村がその事務を担う必要があり、「都道府県知

事及び市町村長は、政令で定めるところにより、自衛官及び自衛官候補生の募集に関する事務の一部を行う。」と

自衛隊法（第 97条）に定められています。 

 

【自衛官募集事務の内容と法的根拠】 

 自衛官募集事務の市が行う内容については、自衛隊法施行令（第 115・116・118・119･120 条）でそれぞれ定めら

れています。また、地方自治法（第 2 条）及び地方自治法施行令（第 1 条）並びに自衛隊法施行令（第 162 条）に

より、自衛官募集事務を「第 1号法定受託事務」と定め、国に代わり府及び市町村がすべき事務となっています。 

 

【根拠法令条文】 

●自衛隊法第９７条 

都道府県知事及び市町村長は、政令で定めるところにより、自衛官及び自衛官候補生の募集に関する事務の一

部を行う。 

 

●自衛隊法施行令 

第百十五条 

 市町村長は、前条の募集期間内にその管轄する市町村の区域内に現住所を有する者から志願票の提出があつ

たときは、その志願者が防衛省令で定める応募年齢に該当し、かつ、法第三十八条第一項に規定する欠格事由

に該当しないかどうかを調査し、応募資格を有すると認めた者の志願票を受理するものとする。 

 ２市町村長は、前項の志願票を受理したときは、これを当該市町村を包括する都道府県の区域を担当区域とす

る地方協力本部の地方協力本部長に送付し、これらの者と試験期日及び試験場について協議の上、志願者に受

験票を交付するものとする。 

 （応募資格の調査の委嘱） 

 第百十六条 市町村長は、前条第一項の志願者の本籍が当該市町村にない場合には、同条同項の調査を志願

者の本籍がある市町村の市町村長に委嘱することができる。 

（海上自衛官、航空自衛官等の募集事務） 

 第百十八条 

 都道府県知事及び市町村長は、第百十四条から前条までの規定の例により、二等海士として採用する海上自衛

官若しくは二等空士として採用する航空自衛官又は海上自衛隊若しくは航空自衛隊の自衛官候補生の募集に関

する事務を行う。 

 （広報宣伝） 

 第百十九条 都道府県知事及び市町村長は、自衛官又は自衛官候補生の募集に関する広報宣伝を行うものと

する。 

 （報告又は資料の提出） 

 第百二十条 

 防衛大臣は、自衛官又は自衛官候補生の募集に関し必要があると認めるときは、都道府県知事又は市町村長

に対し、必要な報告又は資料の提出を求めることができる。 
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個人情報の取扱に関する覚書（案） 

 

 和泉市（以下「甲」という。）と自衛隊大阪地方協力本部（以下「乙」という。）は、乙が実

施する自衛官及び自衛官候補生の募集業務（以下「本業務」という。）に係る個人情報の提供に

関して、個人情報の適切な保護を図るための覚書（以下「本覚書」という。）を下記のとおり締

結する。 

 

記 

 

（本覚書の目的） 

第１条 本覚書は、甲が乙に提供する個人情報の適切な保護を目的として、個人情報の取り扱

いについて定めるものである。 

 

（個人情報を提供する根拠及び範囲） 

第２条 甲は、乙が自衛隊法施行令（昭和２９年政令第１７９号）第１２０条を根拠として本

業務に必要な個人情報の提供を求めてきた際は、乙が指定する年齢範囲の甲市民（日本国

籍を有する者に限る。）（以下「募集対象者」という。）の個人情報を提供する。 

２ 甲が乙に提供する個人情報は、住民基本台帳データのうち、募集対象者の氏名、出生

の年月日、男女の別及び住所に関する情報に限る。 

３ 甲は、第１項に規定する市民から除外申請書の提出があり、除外決定した場合、その

者の情報は提供しない。 

 

（個人情報の提供） 

第３条 個人情報は、甲が前条に示す募集対象者情報を紙媒体で乙に提供するものとする。 

 

（取り扱いの原則） 

第４条 乙は、甲から提供された個人情報の保護の重要性を認識し、個人の権利利益が侵害さ

れることのないよう適正に取り扱わなければならない。 

 

（秘密の保持・目的外使用の禁止） 

第５条 乙は、本業務に関して知りえた個人情報について、甲の承諾なしに他に提供し、又は

本業務を処理する以外の目的に使用してはならない。本業務が終了した後においても同様

とする。 

 

（個人情報の適正な管理） 

第６条 乙は、個人情報の漏えいを防止し、適正に管理するため、国の個人情報の保管要領に

従い、次項に掲げる措置のほか、必要な措置を講じなければならない。又、甲は、必要と

認める場合は、乙の個人情報を取扱う地域事務所の実地調査を行うことができる。 
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２ 乙は、提供された個人情報を鍵付きの保管庫等の保管容器に入れて施錠し、本業務に

関係する職員以外が閲覧することができないよう厳重に管理しなければならない。 

 

（委託の禁止） 

第７条 乙は、甲から提供を受けた個人情報は自ら取り扱うものとし、第三者にその取り扱い

を委託してはならない。 

 

（複写・複製の禁止） 

第８条 乙は、甲の指示又は承諾がある場合を除き、甲から提供された個人情報を複写し、又

は複製してはならない。 

 

（事故発生時の報告） 

第９条 乙は、本覚書に違反する事態が生じ、又は生じるおそれがあると認める場合は、その

旨を速やかに甲に報告し、その指示に従わなければならない。本業務が終了した後につい

ても同様とする。 

 

（業務完了後の取扱い） 

第１０条 乙は、当該年度の本業務が完了した場合、廃棄証明書により、利用終了後１か月以

内に甲に報告しなければならない。 

 

 

令和４年 月 日 

 

     「甲」  住所 和泉市府中町二丁目７番５号 

 

         代表者  和泉市長 辻 宏康 

 

 

 

     「乙」  住所 大阪市中央区大手前４丁目１番６７号 

          氏名 自衛隊大阪地方協力本部 

            

代表者  本部長 栁 裕樹 



 

防人育第１４５０号 

総行住第１４ 号  

令和３年２月５日  

 

 

各都道府県市区町村担当部長 殿 

（市区町村担当課扱い） 

 

防衛省人事教育局人材育成課長 

総務省自治行政局住民制度課長 

（公 印 省 略） 

 

 

自衛官又は自衛官候補生の募集事務に関する資料の提出について（通知） 

 

 令和２年の地方分権改革に関する提案募集において、自衛官又は自衛官候補生の募集に関する事

務について「住民基本台帳の一部の写し」（住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第11条第１項に

規定する住民基本台帳の一部の写しをいう。以下同じ。）を国に提出できることの明確化について提

案があり、別添のとおり「令和２年の地方からの提案等に関する対応方針」が令和２年12月18日に

閣議決定されました。 

この住民基本台帳の一部の写しの国への提出については、自衛隊法（昭和29年法律第165号）第97

条第1項及び自衛隊法施行令（昭和29年政令第179号）第120条に基づき、現行においても実施可能で

あるところですが、改めて下記のとおり通知します。 

つきましては、貴職におかれましては、この旨を貴都道府県内の市区町村に周知いただきますよ

うお願いいたします。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の４第１項に基づく技術的助言であ

ることを申し添えます。 

記 

 

１ 自衛官及び自衛官候補生の募集に関し必要となる情報（氏名、住所、生年月日及び性別をいう。）

に関する資料の提出は、自衛隊法第97条第１項に基づく市区町村の長の行う自衛官及び自衛官候

補生の募集に関する事務として自衛隊法施行令第120条の規定に基づき、防衛大臣が市区町村の

長に対し求めることができること。 

 

２ 上記の規定の募集に関し必要な資料として、住民基本台帳の一部の写しを用いることについて、

住民基本台帳法上、特段の問題を生ずるものではないこと。 

 

 

 

以上 

izm040710
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和泉市自衛官等の募集事務に係る募集対象者情報の除外申請に関する事務処理要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、自衛隊法施行令（昭和２９年政令第１７９条）第１２０条に基づき提

出する自衛官及び自衛官候補生（以下「自衛官等」という。）の募集事務に係る募集対象

者（当該年度における自衛官等の募集対象者となる住民（日本国籍を有する者に限る。）

の住民基本情報のうち、住所、氏名、生年月日及び性別をいう。以下同じ。）からの除外

申請に関する事務処理について定めるものとする。 

（除外申請の対象者） 

第２条 除外申請の対象者は、本市の住民基本台帳に記録されている者であって、当該年度

における自衛官等の募集対象者となるもの（日本国籍を有する者に限る。）とする。 

（受付期間） 

第３条 除外申請の受付期間は、おおむね募集対象者情報を提出する日の属する月前１月

間を基準とする。 

２ 前項の受付期間を定めるときは、１月間を確保するよう努めるものとする。 

（受付等の事務） 

第４条 除外申請の受付は、次の各号のとおりとする。 

（１） 除外申請は除外申請書（様式第１号）の提出（郵送を含む）により行うものとする。 

（２） 前号の除外申請書の提出があったときは、次に掲げるいずれかの書類（以下「本人

確認書類」という。）の原本を提示又は提出をさせ、除外申請をした者が本人であること

を確認する。この場合において、本人確認書類の原本の提示を受けたときは、複写して保

存する。 

ア 個人番号カード 

イ 旅券 

ウ 運転免許証 

エ 各種健康保険の被保険者証 

オ アからエまでに掲げるもののほか、官公署が発行した免許証、許可証又は資格証明

書 

カ アからオまでに掲げるもののほか、本人であることを証するものとして市長が適

当と認めるもの 

（３） 第１号の除外申請が次の表の左欄に掲げる者により行われたときは、同表の右欄に

掲げる書類を提示又は提出をさせる。この場合において、当該書類の提示を受けたときは、

複写して保存する。 
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法定代理人 １ 除外申請の対象者及び当該法定代理人に係る本人確認書類の原本の

提示又は提出                                       

２ 除外申請の対象者と法定代理人が同一世帯でない場合にあっては、

戸籍謄本その他の法定代理人の資格を証明する書類（以下「資格証明

書類」という。）の提示又は提出                                     

法定代理人以外

の代理人 

１ 除外申請の対象者及び当該代理人に係る本人確認書類の原本の提示

又は提出                                              

２ 委任状の提出                                                               

法定代理人が選

任した復代理人 

１ 除外申請の対象者及び当該復代理人に係る本人確認書類の原本の提

示又は提出                                           

２ 委任状の提出                                               

３ 除外申請の対象者と法定代理人が同一世帯でない場合にあっては、

資格証明書類の提示又は提出 

 

（４） 第１号の除外申請が郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成１４

年法律第９９号）第２条第６項に規定する一般信書便事業者、同条第９項に規定する特定

信書便事業者若しくは同法第３条第４号に規定する外国信書便事業者による同法第２条

第２項に規定する信書便により行われたときは、本人確認書類の写しを添付させる。 

２ 前項の規定により除外申請を受け付けた場合において、除外申請書の記載事項が住民基

本台帳に記載された内容と提出された本人確認書類及び資格証明書類並びに委任状の記

載事項と相違がないと認めたときは、当該年度の自衛官等の募集事務に係る募集対象者

情報から除外することを決定する。 

３ 前項の規定による決定をしたときは、当該決定をした対象者（以下「除外対象者」とい

う。）の募集対象者情報を除外対象者名簿（様式第２号）に登載し、当該年度の自衛官等

の募集事務に係る募集対象者情報から除外対象者の募集対象者情報を削除するとともに、

除外決定通知書（様式第３号）により除外対象者に通知する。この場合において、除外決

定通知書は、除外対象者の住民票の住所に送付する。 

（委任） 

第５条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

 この訓令は、令和４年５月１９日から施行する。 

 

 この訓令は、令達の日から施行する。 

 

 



様式第１号（第４条関係） 

除外申請書 

年  月  日 

和泉市長 あて 

 

年度の自衛官等の募集事務に係る募集対象者情報からの除外を申請します。 

申請者 

住民登録      

している住所 

〒  － 

氏  名 

フリガナ 

  

平日昼間に連絡の

とれる電話番号 
  

区分 １本人    ２ 法定代理人    ３ 法定代理人以外の代理人 

 
  

対象者 

(本人) 

住民登録      

している住所 

□申請者と同じ(以下記入不要)            

〒  － 

氏  名 

□申請者と同じ(以下記入不要) 

フリガナ 

  

生 年 月 日   年  月  日生まれ 

平日昼間に連絡の

とれる電話番号 

□申請者と同じ(以下記入不要)                    

注 申請の際に次の書類を提示又は提出してください。提示された書類は複写いたします。 

郵送の場合は写しを添付してください。 

 

 

 

対象者本人
・除外申請書
・本人確認書類（個人番号カード、旅券、運転免許証、健康保険証等）

法定代理人

・除外申請書
・対象者本人の本人確認書類（個人番号カード、旅券、運転免許証、健康保険証等）
・法定代理人の本人確認書類（個人番号カード、旅券、運転免許証、健康保険証等）
・同一世帯でない場合は、対象者本人との関係が分かる書類(戸籍謄本等)

法定代理人以
外の代理人

・除外申請書
・対象者本人の本人確認書類（個人番号カード、旅券、運転免許証、健康保険証等）
・法定代理人の本人確認書類（個人番号カード、旅券、運転免許証、健康保険証等）
・委任状

提出書類



様式第２号（第４条関係） 

 

除外対象者名簿 

 

 

年度自衛官等の募集事務に係る除外対象者の募集対象者情報 

№ 
申請受付   

年月日  
氏名 住所 生年月日 性別 

1          

2           

3           

4           

5           

6           

7           

8           

9           

10           



様式第３号（第４条関係） 

和泉   第  号 

年  月  日 

           様 

 

和泉市長 辻 宏康 

 

 

除外決定通知書 

 

 

年  月  日付けで除外申請のありました件につきましては、下記のとおり除外する

ことと決定したので通知します。 

 

記 

１ 除外を決定した者 

氏名 

住所 

 

２ 除外決定の内容 

年度に自衛隊大阪地方協力本部へ提供する自衛官等の募集事務に係る募集対象者情報

から、あなた様の情報を除外します。 
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